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The Shinzo Abe Cabinet advocated female labor participation as one of the economic growth 
strategies of Japan. To be sure, among advanced nations, the ratio of women’s labor force of 
Japan is low. Especially, female labor participation ratio by age group forms an M shape with the  
thirties at the bottom.
Women in their thirties are looking after their children. A main cause of their low labor force 
participation is the shortage of day-care centers for small children. To overcome this, the Abe 
Cabinet decided to reduce the number of children waiting for day-care centers for small children.
 The female labor participation rate has risen along with an economic trend towards service 
economy. It is because the demand for women’s labor force has increased with expansion of the 
service industry. The productivity of service industry is relatively low and its wages are lower-
paying.
It can be said that the increase in the demand for women’s labor force has increased the number 
of cheap laborers. It will not lead to national affl uence even if the female labor  participation rate 
improves unless the situation is improved.
Key words：ratio of women’s labor force（女性労働力率），
economic trend towards service economy（経済のサービス化），










































労働力市場の拡大によって女性の有業率は 70 ～ 80 年
代を通じて上昇し「専業主婦の時代」にも陰りが見え
てきた。一方で出生数は 70 年代初めの 200 万人超か

























































































第 1 次産業就業比率は 21％に低下し、第 2 次産業比









のようになる。1970 年の第 1 次産業ＧＤＰは 4 兆 4
千億円、就業人口は 1000 万人、一方、製造業ＧＤＰ
は 26 兆円で就業人口は 1400 万人であった。そうする
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者 569 万人（34.4％）、女性就業者 1087 万人（65.6%）
である。これに女性就業者が若干多い 4）卸売・小売
業を加えた 11）の女性就業者総数は 2188 万人で、全















































出処： 総務省統計局「就業状態別 15 歳以上人口、産業別就業者数、完全失業者数」（2013 年 7 月）：http://www.stat.
go.jp/data/roudou/sokuhou/tsuki/zuhyou/05401.xls より作成。


































は 3 人に 1 人にすぎない。雇用者の女性比率は 75 年
までの 20 年間に 2.1 ポイント上昇しただけであるが、
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と、1955 年から 15 年にわたる高度成長過程を通じて













して 09 年には就業人口比で 21 ポイント、生産額比率
で 6ポイントの差がついている。問題はここにある。
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出処： 厚生労働省『平成 23 年版 働く女性の実情』；http://www.mhlw.go.jp/bunya/koyoukintou/josei-jitsujo/
dl/11gaiyou.pdf より作成。
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　2009 年、製造業は全就業者の 17.4％で GDP の 20％
を生産したのに対し、サービス業は全就業者の 38.7％
で GDP の 26.2％を生産したに過ぎない。〈部門別生
産額シェア／部門別就業者シェア〉を図４から求める












よう。図５を見ると、第 2 次大戦前の 1940 年には製


























性 68％、女性 32% であったから、日本の女性の方が
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図４　製造業・サービス業比率の推移
出処： 1955 年の生産額比率は「国民所得統計年報 70 年版」による 53 年の数値。75 年までの就業人口比率は
矢野恒太記念会編『前掲書』p.79 より抜粋。他の数値は「国民経済計算報告」（85 年）、「国民経済計











労働力の絶対数は 55 年の 1701 万人から 75 年の 1973
万人に増えてきたのである。
　75 年以降は、労働力人口が増えつつ女性比率が高
まってきて、2000 年には男女差は 19 ポイントに縮
まった。そしてその後は労働力人口が減少しつつ男女





























































出処： 90 年までは B.R. ミッチェル『南北アメリカ歴史統計』（斎藤眞訳）東洋書林 2001、p.107 より作成。
07 年は、アメリカ商務省『現代アメリカデータ総覧 2009』（鳥居泰彦監訳）東京書林 2010　p.369、
390 より作成。なお 07 年は雇用者比率である。





















超えたのは 70 年代半ばのことである 8）。1950 年にお
けるスウェーデンの既婚女性就業率は 13.7％、60 年












74％で EU15 カ国の平均値 41% を大きく上回ってい







力率は 82％で日本は 78％であるから 4％の差がある。
日本の 25-29 歳の女性 355 万人の 4％が新たに仕事を
図６　年齢別女性労働力率比較
㸲⤒῭ࡢࢧ࣮ࣅࢫ໬࡜ዪᛶປാຊ⋡






































注：労働力率については、日本は 09 年、その他は 08 年。労働力人口は 10 年。
96
持つなら、その数は 14 万 2 千人。年収が 1 人 300 万
円とすると、4260 億円の所得増加となる。60-64 歳ま










































　近年（2013 年 4 ～ 6 月平均）の雇用形態をみると、
役員を除く雇用者は男性が 2882 万人、そのうち正規
の職員・従業員は 79％、2279 万人（非正規は 21％、
603 万人）、それに対して女性雇用者は 2316 万人、そ
の 45％、1038 万人が正規の職員・従業員（非正規は
55％、1278 万人）である 15）。総雇用者の男女比率は




















































合　計 － 3,412 万人 560.6 万人 16.8 兆円
出処：第 6図より作成。







る 1 ヶ月の勤め先収入は 52.6 万円、そのうち世帯主
収入は 46 万円（世帯主の男性比率 96.8%）、配偶者収
入は 5.4 万円（配偶者の女性比率 99％）。女性がほと
んどの配偶者収入は、男性がほとんどの世帯主収入の













べて低いとはいえ 20％を超えて、90 年代の 7 ～ 8％
からみれば大きく上昇している。この比率がさらに
高まっていくとどうなるだろうか。厚生労働省「平




































性は 4 時間 45 分を家事に費やし、成人男性の家事時
間は 33 分であった。2005 年には女性は 4 時間 32 分
を家事に費やし、男性が家事に使った時間は 31 分で
















































年 4 月には 25,556 人であったのが、同年 10 月には
46,620 人に増加している。厚生労働省は 4 月の数値を公
式とし、10 月は参考値としており、公式では 2005 年の
23,338 人から 2,218 人増加している（厚生労働省「保育
所入所待機児童数　平成 23 年 10 月」参照）。
2）　 チャド・スタインバーグ・中根誠人「女性は日本を救え
るか？」IMF Working Paper WP/12/248 2012（http://www.
imf.org/external/japanese/pubs/ft/wp/2012/wp12248j.pdf）
「概要」参照。
3）　 農家の平均耕作面積は 1 ヘクタール未満で、それは長男
家族をかろうじて養う程度の面積であった。そこに、他
に職を持たない次男、三男も寄食するのが普通であっ






















パラドックス』日本経済新聞社 2010 pp.123-4 参照）。















所得は、リーマン・ショックを受けて 09 年には 11 兆円
減少して 344 兆円になった。1 人当たりでは 394 万円か
ら 380 万円へ 14 万円の減収であり、マクロの被害は完
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